
景気回復期における県中小企業融資制度資金のあり方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模

企業 

89% 

○ 中小企業振興資金は概ね横ばいである。（主に短期資金として利用） 

○ 地方事務所あっせん資金、中でも経営健全化支援資金の減少率が大きい。（H20→H25 80.4％減） 

・売上減少していないと利用できない。（景気が好転し、利用できる中小企業が減少） 

・不況指定業種が減少（1,323業種→157業種） 

小規模企業とは： 

商業・サービス業 従業員５人以下 

製造業・その他  従業員２０人以下 

制度資金のより有効な活用方策を 

探る必要がある 

ヒアリング調査等実施(H26.7～8) 

対 象：管内企業、創業者、 

金融機関、信用保証協会等 

内 容：制度資金の課題、要望等 

（課題） 

・資金調達環境は、小規模企業にとっては依然と

して厳しい。 

・売上げが減少していない企業にとって使い易い 

保証付き資金制度がない。 

・創業者は、創業後経営が安定せず不安である。 

・創業時における設備資金の借入期間が短い。 

県内事業所数全体の約 9割が小規模企業 

○ 長野県中小企業振興条例（H26.3施行） 

（特徴） １ 県による中小企業者への優先発注 

２ 小規模企業者を重点支援 

３ 円滑な事業承継を支援 等 

○ 小規模企業振興基本法（H26.6施行） 

   小規模企業の事業の持続的な発展を支援 

創業者を対象とした支援資金の拡充

が必要 

拡充 

現 状 背 景 

課 題 

県内事業所数 ：78,704社 

うち小規模企業：70,414社 

（2014中小企業白書） 

長野地方事務所 

理由 
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県制度資金（新規貸出額）推移（全県） 
地方事務所あっせん資金（その他） 

地方事務所あっせん資金（経営健全化支援資金） 

中小企業振興資金（長期） 

中小企業振興資金（短期） 

（億円） 

減少 

利率:2.3％

中
小
企
業 保証協会

代位弁済保証料

融資 元金・利息返済

保証料:企業自己負担（制度の流れ）

金
融
機
関

中小企業振興資金

地方事務所あっせん資金に小規模 

企業を対象とした制度資金が必要 

（年度） 

・経営健全化支援資金
・新事業活性化資金
・創業支援資金

利率：1.6％～2.1％

保証料
県・市町村補助(各2/5）
企業自己負担：1/5

（制度の流れ）

中
小
企
業

融資 元金・利息返済
金 融 機 関

保証協会

市町村 地方事務所

申
込 保証料補助

保証料

代位弁済

地方事務所あっせん資金
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